
 

 

 

 

 

 

 

今週のトピック 

○連 載<税務>：農業法人の第三者継承 

○協会ニュース：協会スケジュール、式典・セミナーの延期・中止についてほか 
 

税務 

農業法人の第三者継承 
 

森税務会計事務所 所長 

一般社団法人全国農業経営コンサルタント協会 会長 

税理士 森 剛一 
 

１．はじめに 
農業法人の第三者継承に関して、農地所有適格法

人の役員要件の特例（令和元年）により、農業法人の

経営者が他の農業法人に全株式を譲渡して子会社に

なっても親会社の役員が子会社の役員を兼務すること

で子会社を農地所有適格法人として維持できるように

なりました。その場合の兼務役員の農業従事日数の考

え方を農林水産省が示しています。一方で、2023年 10

月からの消費税のインボイス制度導入をきっかけとし

て集落営農の農事組合法人を解散する動きが懸念さ

れ、経営継承対策が求められます。 

２．農地所有適格法⼈の役員要件の特例 

農地中間管理事業の５年後見直しに関する農業経

営基盤強化促進法改正により、農地所有適格法人の

役員要件の特例が措置され、2019年 11月 1日に施行

されました。親会社の役員が子会社の取締役を兼務す

る場合、次の要件を満たしたうえで子会社が市町村か

ら農業経営改善計画の認定を受ければ、その計画に

記載された兼務役員は子会社の農業に常時従事する

構成員たる役員と同様に取り扱われます（改正後の基

盤法第 14 条第２項）。このため、子会社が農地所有適

格法人の要件を満たすうえで子会社の役員は子会社

の株主とならなくても良く、100％子会社（完全子会社）

の農地所有適格法人も可能となりました。 
 

① 親会社が子会社の議決権の過半を有していること 

② 親会社が認定農業者かつ農地所有適格法人であ

ること 

③ 兼務役員が親会社の農業の常時従事者かつ親会

社の株主であること 

④ 兼務役員が子会社の農業に 30 日以上従事するこ

と 

注．農地所有適格法人の子会社設立（グループ会社化）

における農地取得の要件について 

https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/attach/pdf/wak

ariyasu-7.pdf 

兼務役員が子会社の農業に 30 日以上従事する場

合の従事日数の考え方について、例えば、兼務役員が

グループ共通の業務に１日従事した場合には、兼務役

員は、親会社の農業に１日従事し、かつ、子会社の農

業にも１日従事したと判断することができます。 

注．基盤法施行規則第 14 条第１項第３号に規定する

兼務役員の農業従事日数の考え方等に関する Q&A 

https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/attach/pdf/wak

ariyasu-9.pdf 

農地所有適格法人の役員要件の特例を活用するに

は、子会社の農業経営改善計画認定申請書の「⑦目

標を達成するためにとるべき措置」欄に次の項目を記

載します。 
 

・親会社である関連事業者等の名称 

・当該親会社が同法第 12条の認定を受けた市町村名 

・当該親会社が農地の権利を有している市町村名 

・本特例措置の対象とする兼務役員の氏名 

・兼務役員の親会社及び子会社における農業従事日数 
 

３．株式交換による株式の譲渡益の繰延べと配

当還元方式による株式の評価減 
「株式交換」とは、子会社となる会社の発行済株式

のすべてを親会社となる会社に取得させる手法です。

株式交換後は、子会社は 100%子会社となり、完全支配

関係となります。親会社となる会社は、対価として新株

を発行すれば良く、資金調達の必要がありません。子

会社となる会社の株主は、子会社の株式と親会社の

株式を交換することになりますが、株式の譲渡対価が

親会社の株式のみであれば、「株式交換等に係る譲渡

所得等の特例」（所得税法第 57条の 4）により、譲渡は

なかったものとみなされ、譲渡所得税が課税されませ

ん。 

子会社の旧経営者が株式交換によって取得する親

会社の株式を無議決権配当優先株式とすれば、その

株式は特例的な評価方式の配当還元方式で評価され

ます。配当還元方式は、その株式を所有することによ

って受け取る一年間の配当金額を、一定の利率(10％)

で還元して元本である株式の価額を評価する方法です。
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内部留保の大きい会社では、配当還元方式による評

価額が純資産価額方式による評価額より大幅に下が

ることが多く、子会社の旧経営者の相続税対策として

効果が期待できます。 
 

４．集落営農法人の解散の問題点と株式譲渡

による経営継承のメリット 
構成員の高齢化などの理由により集落営農法人が

解散するケースが増えています。法人を解散すれば地

域農業の衰退は避けられませんが、農事組合法人の

場合、株式会社に組織変更してその株式を従業員や

周辺の農業法人に売却することで経営継承できます。 

法人を解散すると、法人の解散の手続きが面倒なだ

けでなく、残余財産の分配に対して構成員に配当所得

として課税され、総合課税による累進税率が適用され

て税負担が重くなることがあります。一方、株式を売却

した場合、譲渡益に対して構成員に譲渡所得として課

税されますが、住民税と合わせて 20％の定率による分

離課税になり、税負担が比較的少なくなります。個人に

売却する場合、株式の売却価格を取得価額（当初払込

金額）と同額にして譲渡益をゼロにすれば、確定申告

の必要もありません。 

 

 

 

表．解散と株式譲渡による経営継承の手続き・課税の比較 

 解散 
株式譲渡による 

経営継承 

法人 

手続き 

解散及び清算 

みなし配当所得に

対する源泉徴収 

組織変更 

構成員 

手続き 

残余財産の分配に

よる金銭の受取 
株式の譲渡代金の受取 

構成員へ

の課税 

みなし配当課税（住

民税と合わせ税率

15％～55％の累進

課税） 

株式等に係る譲渡所得

課税（住民税と合わせ税

率 20％の定率課税） 

 

５．事業譲渡による経営継承と農事組合法人の

一般社団法人への組織変更 
集落営農の農事組合法人は、他の農業法人に事業

譲渡したうえで、自らは農地や水資源など地域資源管

理を行う集落組織として一般社団法人に組織変更する

途が考えられます。 

非出資制の農事組合法人は、組織変更して一般社

団法人になることができます。出資制の農事組合法人

はそのままでは一般社団法人になることができないの

で、非出資制の農事組合法人に移行したうえで組織変

更します。非出資制の農事組合法人に移行するうえで、

変更後の定款においても出資額を限度として持分を払

い戻すと定めれば、持分の一部を払戻して残額を一般

社団法人の正味財産とすることができます。 

 

 
 

法人協会ニュース 
 

◆式典・セミナーの延期・中止について 
現在発生している新型コロナウィルスの感染拡大の状

況等を踏まえ、ご来場いただく方々の健康と安全を第一

に協議しました結果、下記行事につきまして、開催延期

または開催中止とさせていただきます。 

ご参加を予定されていた方々には、大変ご迷惑をおか

けいたしますが何卒ご理解いただきますようお願い申し

上げます。 

なお、延期いたします行事は、改めて開催案内等送付

させていただきます。 

 

１．延期する行事 

3 月 5 日（木）開催 設立 20 周年記念式典・祝賀ﾊﾟｰﾃｨｰ 

（新日程）令和 2 年 6 月 30 日（火） 

     場所：東京プリンスホテル 

※6 月 18 日に予定しておりました総会についても、6 月

30 日での開催を予定しています。スケジュールが決定

次第、改めてご案内差し上げます。 

 

２．中止する行事 

 3 月 6 日（金）開催 第 40 回総会（臨時） 

※議案の「理事の補充・選任」については、6 月開催の

総会に提案いたします。 

◆第７回次世代農業サミットを開催しました!! 
当協会は、７回目となる次世代農業サミットを２月

18日・19日、福岡国際会議場で開催し、農業者142名
を含む総勢211名が参加しました。 
今回は、「新たなる物流革命」、「海外への挑戦」を

テーマに、先進的な取り組みを行う農業経営者の経営
体験の報告やグループ討議により、課題解決の本質を
探りました。次回の第8回次世代農業サミットは、7月
21日(火)・22日(水)、仙台国際センターにて開催予定
です。 
  

◆農業情報おまとめ便を送付します 
アグリサポート倶楽部会員の商品サービスを紹介す

る「農業情報おまとめ便」を来週中に送付しますので
お知らせします。今回は2019年度農業法人名鑑等が同
梱されます。 
なお、送付状の日付記載に誤りがありました。以下

のとおり訂正いたします。大変申し訳ございませんで
した。 
× 令和元年２月吉日（送付日） 
○ 令和２年２月吉日（送付日） 

 

本紙に関するお問合せは下記までご連絡ください。 
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